
















The number of small and medium-sized enterprises, SMEs, is decreasing year by year and the decline is accelerat-
ed by the world-wide depression. The decrease of SMEs that have supported Japanese economy will cause further
downturn in its economy. Today, SMEs are expected to find effective ways to continue its business. In the first
place, SMEs should make thorough analysis of their own companies in order to establish their "competitive advan-
tages" in the market. The market environment has changed from the former vertical division of work into the hori-
zontal one, where SMEs are compelled to manage themselves, instead of being managed mostly by their parent
companies. To ensure their "competitive advantages," it is also essential to create "innovation" in their own busi-
ness. This report also deals with "business recovery" and "business succession."
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事 業 承 継 へ の 影 響
当　時　者
株 主
経 営 者
従 業 員
親 会 社
貸 し 手
株主としてのガバナンスの発揮不十分
経営判断の誤り、経営能力の欠如
低い生産性、課題な権利主張
過度の干渉、余剰人員の押付け
収益力を無視した過度の貸付け
株主の権利の一部、全部の放棄（減資）
経営者にかかわる費用の節減、経営者等の役
割の縮小・廃止、負債の肩代わり
リストラへの協力
ＭＢＯへの同意
債権放棄、ＤＥＳ／ＤＤＳ
窮境に至った責任の例 再生に当たっての責任の取り方の例
表６ 当事者の窮境に至った責任の認識等
表７ 事業承継の特徴
内容検討」等を行い「再生計画」を完成させる。
袁）その後メインバンク以外の金融機関に支援要請
を行い再生計画スタートとなる。
最近実施の際に前述のＤＤＳ・ＤＥＳ・ＤＩＰ等
の手法も使われるようになってきた。
④　各当事者の窮境に至った責任の認識を表にする
と次のとおりである。
⑤　再生支援協議会が03年から09年９月までに取り
扱った件数は、相談件数は8,845件・再生計画策定
完了数2,302件となっている。
金融支援の手法では、金融機関による条件変更
（リスケジュール）1,498社、債権放棄513社、ＤＤ
Ｓ167社、ＲＣＣ、債権管理会社からの卒業159社
となっている。
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ることとなる。
―― 事業承継協議会「事業承継ガイドライン」
06年６月には「事業承継ガイドライン」が策定
され、国及び公的機関の支援態勢を築くことが強
く求められている。この中での「日本弁護士
会」・「日本税理士会」・「日本公認会計士協
会」・「中小企業診断協会」の果たす役割は極め
て重要である。
６　終りに
「少子高齢化」・「世界規模の不況」・「石油、原
材料の乱高下」・「急速な円高」等々、中小企業を取
り巻く環境は悲観材料しか存在しないといっても過言
ではない。この中で企業が事業継続していくことは、
企業自身の大変な努力と金融機関・産業支援機関・
国・自治体等の多大な支援を必要とする。
本編でも述べたが産業構造もかつての「垂直分業」
から企業相互の連携を基調とした「水平分業」等へと
大きく変動しつつある。更に、中小企業であっても企
業独自の世界戦略を持たざるをえない状況にもなりつ
つある。
このような困難な時期であればあるほど今一度自社を
見つめ直すことが必要なのではないか？「どうにかな
る」という言葉は業界からの退場宣言である。
今、求められているのは「どうにかしなければならな
い」という事なのだ。
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親族内承継
一般的に内外の関係者から心情的に受け入れ易
い
一般的に後継者を早期に決定し、長期の準備期
間を確保できる
他の方法と比べて、所有と経営の分離を回避で
きる可能性が高い
親族内に、経営能力と意欲がある者がいると
は限らない
相続人が複数いる場合の、後継者の決定・経
営権の集中が困難
従業員への承
継
外部から雇い
入れ
親族内に後継者に適任な者がいない場合でも、
会社の内外から広く候補者を求めることができ
る
従業員に承継する場合は、経営の一体性を保ち
やすい
親族内承継と比べて、関係者から心情的に受
け入れられにくい場合がある
後継候補者に株式取得等の資金力がない場合
が多い
個人保証の問題がある。
Ｍ＆Ａ
身近に後継者に適任な者がいない場合でも広く
候補者を外部に求めることができる
現オーナー経営者が会社売却の利益を獲得でき
る
希望の条件（従業員の雇用・価格等）を満た
す買い手を見つけるのが困難
経営の一体性をたもつのが困難
メリット デメリット
表８ 承継者によるメリット・デメリット
